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沖縄県には、３１の米軍専用施設が所在。
また、沖縄県民の約８割（約１２０万人)※の方が生活している沖縄本島

中南部の人口密集地には普天間飛行場などの１６の米軍専用施設が所在
※沖縄県統計資料の推計人口

（２０２４（令和６年）１月１日時点）

凡例

嘉手納飛行場

【第1-1防空砲兵大隊】
・ペトリオットPAC-3

【第18航空団】
・F-15戦闘機
・KC-135空中給油機
・HH-60ヘリ
・E-3早期警戒管制機
・MQ-9無人機（期限を定めない一時展開）など

【沖縄艦隊基地隊】【対潜哨戒機中隊】

・P-8A哨戒機 など

【第10支援群】
【第1特殊部隊群（空挺）第1大隊】

トリイ通信施設

【第1海兵航空団司令部】

キャンプ瑞慶覧

【第3海兵後方支援群司令部】

牧港補給地区

【第4海兵連隊（歩兵）】

キャンプ・シュワブ

【第12海兵沿岸連隊（砲兵）】
【第31海兵機動展開隊司令部】

キャンプ・ハンセン

【第3海兵機動展開部隊司令部】
【第3海兵師団司令部】

キャンプ・コートニー

・港湾施設
・貯油施設

ホワイト・ビーチ

【第36海兵航空群】
・CH-53ヘリ
・AH-1ヘリ
・UH-1ヘリ
・MV-22オスプレイ など

普天間飛行場

在日米陸軍

在日米空軍

在日米海軍

在日米海兵隊

※ 在日米軍ホームページなどをもとに作成

北部訓練場
（3,533ha）

奥間レスト・センター
（55ha）

伊江島補助飛行場
（802ha）

八重岳通信所
（4ha）

辺野古弾薬庫
（121ha）

キャンプ・シュワブ
（2,063ha）

キャンプ・ハンセン（4,811ha）

金武ブルー・ビーチ 訓練場（38ha）

金武レッド・ビーチ訓練場（1ha）天願桟橋
（3ha）

キャンプ・コートニー（134ha）

キャンプ・マクトリアス（38ha）

キャンプ・シールズ（70ha）

ホワイト・ビーチ地区（157ha）

津堅島訓練場（2ha）泡瀬通信
施設（55ha）

嘉手納弾薬庫地区（2,658ha）

トリイ
通信施設（190ha）

嘉手納飛行場
（1,986ha）

キャンプ桑江（68ha）

キャンプ瑞慶覧（534ha）

普天間飛行場（476ha）

牧港補給地区（267ha）

那覇
港湾施設
（56ha）
嘉手納飛行場
の一部

陸軍貯油施設
（128ha）

沖縄における米軍施設・区域の現状
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いわゆる「２３事案」

１９９０（平成２）年、日米両政府は、地元の要望の強い事案を
中心に、２３事案の土地の返還手続を進めることについて合意。
一部を除き、合意された全ての施設・区域が返還済み。

２００６（平成１８）年、ＳＡＣＯの取組に加えて、日米両
政府は、抑止力の維持を図りつつ、地元の負担軽減を進める
ため、土地の返還や部隊配置の見直しを含む在日米軍再編の
施策を実施する「再編の実施のための日米ロードマップ」を
取りまとめ。

１９９６（平成８）年、日米両政府は沖縄県の負担を軽減す
るため、「沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）」最終
報告を取りまとめ、１１件の土地の返還について日米で合意。
在日米軍再編に引き継がれた一部を除き、合意された全ての
施設・区域が返還済み。

在日米軍再編

沖縄に関する特別行動委員会(SACO※)最終報告

※ ＳＡＣＯ最終報告に引き継ぎ

未返還の施設名 未返還の面積

キャンプ桑江（一部） ※ 約0.5ha

<返還済み>

・北部訓練場（過半の返還）：2016(H28).12、約4000ha
・安波訓練場（全面返還※）：1998(H10).12、約480ha
・ギンバル訓練場（全面返還）：2011(H23).7、約60ha
・楚辺通信所（全面返還）：2006(H18).12、約53ha
・読谷補助飛行場（全面返還）：2006(H18).12、約191ha
・瀬名波通信施設（部分返還）：2006(H18).9、約61ha

<在日米軍再編へ>

・普天間飛行場

・牧港補給地区

・那覇港湾施設

・キャンプ桑江

・住宅統合

（キャンプ瑞慶覧、キャンプ桑江）

※ 共同使用の解除

※ＳＡＣＯ : Special Action Committee on Okinawa

注１： 現在に至るまでの面積は、その時点の実績

２： 今後予定される返還完了時の面積は、既に計画された返還

が実行された場合の数値（２０２４（令和６）年１月現在）

３： 今後予定される返還が完了した場合、全国の米軍専用施設

に対する沖縄県所在の米軍専用施設の割合は、２０２４（令和６）

年１月１日時点の７０．３％から６９．４％となる見込み。

４： 計数は四捨五入によるため符合しないことがある
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35,300ha
(１４４施設)

27,850ha
(８３施設) 23,502ha

(３８施設) 18,455ha
(３１施設) 17,677ha

(２８施設)

沖縄県における米軍専用施設の面積推移 ～過去 → 現在 → 今後～

４５施設を全部
返還 その他、

一部返還

７施設を全部
返還 その他、

一部返還

普天間飛行場
の全部返還な

ど

▲７７８ha▲５,０４７ha▲４，３４８ha

２％減
▲７７８ha

復帰直前との比較 ５０％減 ▲１７，６２３ha

現在に比べ４％減

復帰直前との比較 ４８％減 ▲１６，８４５ha

SACO最終報告
（1996(平8)年12月）

今後予定される
返還完了時

沖縄返還協定
締結時

（1971(昭46)年6月）

復帰時
（1972(昭47)年5月）

現在
（2024(令6)年1月）

米軍施設・区域の整理・統合・縮小に向けたこれまでの取組
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経 緯

・ １９９５（平成７）年に起きた不幸な事件

・ 沖縄県知事の駐留軍用地特措法に基
づく署名・押印の拒否

・ １９９６（平成８）年１２月、日米間において、
いわゆるＳＡＣＯ最終報告承認

世論の関心が高揚

主な進捗状況
北部訓練場（過半）

ギンバル訓練場（全面）

キャンプ瑞慶覧（部分→部分）

瀬名波通信施設（大部分）

楚辺通信所（全面）

読谷補助飛行場（全面）

キャンプ桑江（大部分→全面）

牧港補給地区（部分→全面）

那覇港湾施設（全面→全面）

普天間飛行場（全面→全面）

返還済の施設

米軍再編により返還されることとされた施設

（2006（平成18）年9月、大部分返還済：61ha）

（2006（平成18）年12月、全面返還済：53ha）

（2006（平成18）年12月、全面返還済：191ha）

《土地の返還》

《騒音軽減イニシアティブの実施》

・ 県道１０４号線越え実弾砲兵射撃訓練（１９９７（平成９）年以降、本土の５演習場へ移転実施済）
・ パラシュート降下訓練（２０００（平成１２）年７月以降、伊江島補助飛行場において実施済）

《訓練及び運用の方法の調整》

・ 嘉手納飛行場における遮音壁の設置（２０００（平成１２）年７月、米軍へ提供済）
・ 嘉手納飛行場における海軍駐機場の移転（２０１７（平成２９）年１月、移駐完了）
・ ＫＣ－１３０航空機の移駐（米軍再編として日米間で鋭意協議した結果、１５機のＫＣ－１３０が

２０１４（平成２６）年８月２６日に岩国飛行場へ移駐完了）

（1998（平成10）年12月、全面返還済（共同使用の解除）：480ha）

（2011（平成23）年7月、全面返還済：60ha）

安波訓練場（全面）

（2016（平成28）年12月、過半の返還済：4,010ha）

ＳＡＣＯ最終報告の概要・進捗状況等
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◎ 北部訓練場は、面積約７，５００ヘクタールを有する沖縄県最大の在日米軍施設・区域

◎ １９９６（平成８）年１２月のＳＡＣＯ最終報告において、北部訓練場の過半（約４，０００ヘクタール）の返還に合意

※ 返還条件：返還区域にあるヘリパッド（７か所）を残余の部分に移設（６か所）

ヘリパッドの移設により、

過半（約4,000ha）の返還を実現

面積：約7,500ha 面積：約3,500ha

ヘリパッド

◎ ２０１６（平成２８）年１２月２２日、ヘリパッドを移設し、北部訓練場の過半、約４，０００ヘクタールの返還が実現

◎ 返還後の支障除去措置を実施し、２０１７（平成２９）年１２月２５日に所有者へ引き渡し。

◎ ２０２１（令和３）年７月、返還地を含む沖縄本島北部が世界自然遺産に登録。

移設対象のヘリパッド

移設先のヘリパッド

返還された区域

残余の区域

高江区

（牛道集落）
うし みち

北部訓練場の過半の返還
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キャンプ・ハンセン

普天間飛行場
（全面返還 約４８１ha）

キャンプ瑞慶覧（ﾌｫｽﾀｰ）
（部分返還 約１５３ha＋α）

那覇港湾施設
（全面返還 約５６ha）

牧港補給地区（ｷﾝｻﾞｰ）
（全面返還 約２７４ha）

那覇

キャンプ・シュワブ

【嘉手納以南の土地の返還】

● ２０１３（平成２５）年４月５日、統合計画公表。

● 嘉手納以南の施設・区域は、①速やかに返還
できるもの、②機能の県内移設が完了すれば返
還できるもの、③海兵隊の国外移転後に返還で
きるもの、という３区分で返還。

【兵力削減と国外への移転】
● 在沖米海兵隊要員約9,000名のグアム

等日本国外への移転。
うちグアムへの移転は4,000名以上。

嘉手納
弾薬庫地区

嘉手納飛行場

本土へ 【普天間飛行場の機能の分散】

● 空中給油機の運用機能を岩国飛行場
に移転（２０１４（平成２６）年８月２６日、Ｋ
Ｃ－１３０×１５機が移駐完了）。

● 新田原基地及び築城基地の緊急時の
使用。

【共同使用】

● 陸自の訓練のため、キャンプ・ハ
ンセンを使用。

● 空自は、地元への騒音の影響を
考慮しつつ、米軍との共同訓練の
ため、嘉手納飛行場を使用。

陸軍貯油施設第１桑江ﾀﾝｸ・ﾌｧｰﾑ
（全面返還 約１６ha）

キャンプ桑江（ﾚｽﾀｰ）
（全面返還 約６８ha）

● 普天間飛行場の代替施設をキャン
プ・シュワブ辺野古崎地区及びこれに
隣接する水域に建設することが、運用
上、政治上、財政上及び戦略上の懸念
に対処し、普天間飛行場の継続的な使
用を回避するための唯一の解決策であ
ることを確認。

【ＰＡＣ－３の配備】
● 米軍ＰＡＣ－３部隊が、嘉手納飛行場

及び嘉手納弾薬庫地区に配備され、 ２
００６（平成１８） １２月末より運用を開始。

日本国外へ

沖縄における米軍再編の状況

【凡例】 嘉手納以南の土地の返還対象
６施設・区域
（1,048ha＋α（ｷｬﾝﾌﾟ瑞慶覧））

（面積は、平成25.1.1 現在）

5



○事業概要

・ 飛行場の設置

・ 公有水面の埋立

○対象事業の名称 ： 普天間飛行場代替施設建設事業

○事業者の名称 ： 沖縄防衛局

（埋立土量：約2,020万m3）

滑走路 ： １２００ｍ ２本

飛行場区域 ： 約２０５ｈａ

埋立面積 ： 約１５２ｈａ

ｵｰﾊﾞｰﾗﾝ

代替施設（辺野古崎）

普天間飛行場代替施設建設事業の概要

6

Ａ滑走路が飛行場への到着時の主たる滑走路として使用さ
れ、Ｂ滑走路が出発のために使用される主たる滑走路とな
る例（図中の赤い矢印）。

北東よりの風の場合の離発着経路及び
有視界飛行の場周経路

主たる風向き

（ｵｰﾊﾞｰﾗﾝ両側300mを含み1,800m）



項 目 普天間飛行場 代替施設

面 積 約476ha 約152ha(埋立面積）

配備航空機
MV-22、CH-53、
UH-1、KC-130等

MV-22、CH-53、UH-1等

滑走路長 2,740ｍ
1,800ｍ

（滑走路長1,200ｍ、
オーバーラン両側300ｍ）

住宅防音が
必要な世帯

約1万2,000世帯 ０ 世帯

その他 代替施設から戦闘機を運用する計画は有していない。

普天間飛行場と代替施設の比較

1/3程度に

2/3程度に

▲15機に

岩国

キャンプ・

シュワブ

オスプレイなど
の運用機能
(MV-22等)

普天間飛行場

緊急時における
航空機の受入機能

空中給油機の
運用機能

※KC-130×15機が

平成26年8月に移駐完了

ゼロに

築城
ついき

新田原
にゅうたばる

普天間飛行場の３つの機能（①空中給油機の運用機能、②緊急時における航空機の受入機能、③オスプレイなどの運用機能）の
うち、オスプレイなどの運用機能についてキャンプ・シュワブに移転するもの
代替施設は、基地の規模や配備機数など、沖縄の基地負担軽減に資するもの

普天間飛行場の機能移転
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8

2013年12月、沖縄県が公有水面埋立願書を承認

・沖縄県による承認の取消処分に係る訴訟（国勝訴）
を経て、2018年12月から辺野古側の埋立工事に着手

⇒ 辺野古側の埋立工事は、昨年９月末以降、埋立てに必要
となる土量約３１９万立法メートルに対して、約３１８立
方メートル投入済

・2020年4月、大浦湾側の地盤改良等を追加した公有水面埋立
変更承認申請
・沖縄県との訴訟を経て、2023年12月に承認
⇒2024年1月、大浦湾側の工事に着手
今後、環境保全にも配慮しつつ、地盤改良工事等を実施予定

辺野古側 大浦湾側

大浦湾側

辺野古側

撮影日：令和６年４月１０日

埋立区域
③－１

海上ヤード

１月１０日
石材投入【着手】

２月６日、護岸工事開
始

１月１５日、大浦湾側の埋立土砂の仮置き開
始

Ｋ－６護岸

Ｋ－５護岸 Ｋ－７護岸

普天間飛行場代替施設の工事の現状



① ２００６年５月「再編の実施のための日米ロードマップ」

○ 沖縄の負担軽減を図りつつ、抑止力を維持するため、以下の事項を相互に結びつけて計画。

①普天間飛行場の移設・返還、②在沖米海兵隊のグアム移転、③嘉手納以南の土地の返還

○ 第３海兵機動展開部隊(ⅢMEF)の要員約８，０００名(司令部中心)とその家族約９，０００名が沖縄から２０１４年までに

グアムに移転。

○ ２００９年にグアム協定を締結。

② ２０１１年６月「２＋２」共同発表

○ 移転を２０１４年より後のできるだけ早い時期に完了させるとのコミットメントを確認。

以
前
の
計
画

・米国防授権法において、グアム移転に関する資金が凍結（２０１１年１２月）。

・①沖縄の負担軽減の早期実現、②米軍のリバランス政策、③米国議会からのグアム移転経費の削減要求を踏まえ、在日米軍再編見直しを協議。

現

在

の

計

画

① ２０１２年４月「２＋２」共同発表における再編計画の調整

○ 「グアム移転」及び「嘉手納以南の土地の返還」を「普天間飛行場の代替施設に関する進展」から切り離し。

○ 要員約9,000名（司令部＋実動部隊）とその家族が沖縄から日本国外に移転。

（うち、約4,000名とその家族がグアムに移転）

○ グアム及び北マリアナ諸島連邦における訓練場の整備について協力（自衛隊も共同使用）。

② ２０１３年１０月「２＋２」共同発表

○ 沖縄からグアムへの移転は、2020年代の前半に開始。

○ 「グアム協定改正議定書」への署名（２０１４年５月発効）。

・米国防授権法において、資金凍結が解除（２０１４年１２月）

③ ２０２３年１月「２+２」共同発表

○ ２０２４年に開始される米海兵隊要員の沖縄からグアムへの移転

を含む、米軍再編に係る二国間の取組を加速化させる重要性を確認。

現在、各地区において移転事業を実施。

約9,000名

沖縄

グアム

4,000名以上

ハワイ
等

※沖縄には約10,000名の米海
兵隊員が残留

米海兵隊要員

①総額：８６億ドル（２０１２年度価格）

②日本側上限２８億ドル（２００８年度価格）

③米側：残余及び追加的な費用

在沖米海兵隊のグアム移転の経緯・概要
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11ha 
（0.11㎢）

62ha
（0.62㎢）

51ha 
（0.51㎢）

5ha
（0.05㎢）

2ha
（0.02㎢）

476ha
（4.76㎢）

142ha
（1.42㎢）

16ha
（0.16㎢）

2022年度
又はその後

2024年度
又はその後

2022年度
又はその後

キャンプ瑞慶覧
（西普天間住宅地区）

キャンプ瑞慶覧
（追加的な部分）

キャンプ瑞慶覧
（施設技術部地区内の倉庫地区の一部等）

キャンプ瑞慶覧
（ロウワー・プラザ住宅地区）

キャンプ瑞慶覧
（喜舎場住宅地区の一部）

牧港補給地区
（残余の部分）

2024年度
又はその後

2024年度
又はその後

牧港補給地区
（第５ゲート付近の区域）

2025年度
又はその後

68ha
（0.68㎢）

陸軍貯油施設
第１桑江タンク･ファーム

αha

2015(平成27)年
3月31日 返還済

普天間飛行場
（東側沿いの土地）

2017(平成29)年
7月31日 返還済

4ha
（0.04㎢）

牧港補給地区
（国道５８号沿いの土地）

2018(平成30)年
3月31日 返還済

126ha
（1.26㎢）

2025年度
又はその後

2019(平成31)年
3月31日 返還済

那覇港湾施設

2028年度
又はその後

牧港補給地区
（倉庫地区の大半を含む部分）

4ha
（0.04㎢）

ゆいレール

宜野湾市役所

北谷町役場

浦添市役所

那覇ＩＣ

沖縄南ＩＣ

喜舎場
スマートＩＣ

北中城ＩＣ

北中城村役場

沖縄市役所

沖縄県庁

那覇市役所

西原町役場

中城村役場

キャンプ桑江

西原ＩＣ

牧港補給地区
（北側進入路）

2013(平成25)年
8月31日 返還済

那覇空港

1ha
（0.01㎢）

56ha
（0.56㎢）

注１： 時期及び年は、最善の見込みである。これらの時期は、国外を含む移転に向けた取組の進展により遅延する場合がある。
２： 各区域の面積は概数を示すものであり、今後行われる測量等の結果に基づき、微修正されることがある。また、計数は単位（ha）未満を四捨五入しているため符合しないことがある。
３： 追加的な返還が可能かどうかを確認するため、マスタープランの作成過程において検討される。
４： キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の返還面積については、統合計画において52haとしていたが、実測値を踏まえ51haとしている。
５： キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区内の倉庫地区の一部等）の返還面積については、統合計画において10haとしていたが、2013（平成25）年9月のJC返還合意の返還面積を踏まえ11haとしている。
６： 普天間飛行場（東側沿いの土地、佐真下ゲート付近の土地）、牧港補給地区（国道58号沿いの土地）については、別途の日米合意により前倒しで返還されることとされた。なお、牧港補給地区（国道58号沿いの土地）には、2021(令和3)年5月31日返還のランドリー工場地区分(0.2ha)を含む。
７： キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）については、返還に先立って、緑地公園として一般利用するための準備を進めていくことについて、2022(令和4)年5月にJC合意。緑地公園として一般利用するため共同使用することについて、2024(令和6)年1月にJC合意。同年3月31日一般利用開始。
８： JC（Joint Committee）－日米合同委員会
９： インダストリアル・コリドー南側部分の返還をできる限り早期に行う取組を、段階的返還を考慮することにより行う。

2020年(令和2)年3月31日
返還済

普天間飛行場
（佐真下ゲート付近の土地）

2020(令和2)年
12月20日返還済

0.1ha
（0.001㎢）

※注6

※注4

※注3

※注5

※注6
※注6

凡例
：速やかに返還（73ha）

：県内で機能移設後に返還（834ha）
：海兵隊の国外移転後に返還（142ha＋α）

合計：1,048ha＋α

令和６年３月３１日より
緑地ひろばとして一般利用開始

23ha
（0.23㎢）

2024年度
又はその後 ※注7

普天間飛行場

キャンプ瑞慶覧
（インダストリアル・コリドー等）

インダストリアル・コリドー南側部分
※注9

嘉手納飛行場以南の土地の返還（統合計画）
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関 東厚木

グアム

三沢

新田原

鹿屋

車力

千歳

府中

横田

座間
相模原

百里

小松

沖 縄

普天間飛行場

経ヶ岬

嘉手納飛行場

海自航空機の移駐
⇒2013年10月3日「2+2」におい
て岩国に残留することを確認

横須賀

三沢対地
射爆撃場

築城

凡 例

再編実施済
・継続実施

再編継続中

Ｘバンド・レーダーの配備

横田空域の一部返還など

空自航空総隊司令部等の移転

【横須賀】
イージス艦の追加配備等

【座間】
・ 在日米陸軍司令部の改編
・ 陸自中央即応集団司令部の移転
・ キャスナー・ヘリポートの共同使用
・ 一部土地の返還等

【相模総合補給廠】
・ 一部土地の返還
・ 共同使用
・ 在日米陸軍司令部の改編に伴う

支援施設の整備(米国資金）

馬毛島における自衛隊施設の整
備。FCLPの恒久的施設としても使
用

在沖米海兵隊要員約9,000名のグア
ム等日本国外への移転
うちグアムへの移転は4,000名以上

海兵隊ヘリのグアムへ
の移転
⇒米国本土に移転済み

岩国

空母艦載機部隊の移駐

本土の自衛隊基地等へ

・ KC-130部隊の岩国への移駐
・ KC-130の鹿屋やグアムへの
ローテーション展開

・ 緊急時において、築城及び
新田原の両基地を使用

【訓練移転】
・ 嘉手納、三沢及び岩国の各飛行場の米軍機の訓練を千歳、
三沢、百里、小松、築城及び新田原の各自衛隊基地へ移転して
実施
・ さらに、グアム等及び米国アラスカ州の日本国外へも移転して
実施

【訓練移転】
・ 普天間飛行場のオスプレイ等の訓練を沖縄以外の日本国内又
は米国の施政の下にある領域に移転して実施

訓練移転

移駐・移転

その他

本土における在日米軍再編の概要
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所在地： 鹿児島県西之表市（にしのおもてし）
面 積： ７．４７k㎡（公簿上の土地面積）
標 高： 最高約７０ｍ
距 離： 種子島から約１０km
環 境： 自然公園等の指定なし

馬毛島

屋久島町

中種子町

南種子町

●
種子島空港種子島

西之表市

約２．７ｋｍ

約
４
．
５
ｋ
ｍ

馬毛島の概要

12



○ 我が国は、戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面。

○ 我が国周辺では 軍備増強が急速に進展。力による一方的な現状変更の圧力が強まっている。

我が国島嶼部に対する攻撃への対処等のため、
南西地域に自衛隊の活動拠点を整備

馬毛島に自衛隊施設ができれば、我が国の平和と安全に非常に大きな意義がある。
大規模災害発生時には、この地域における救援活動が、より的確に行えるようになる。

※ 平成２３（２０１１）年６月「２＋２」共同発表において、「新たな自衛隊の施設のため、馬毛島が検討対象」「併せて米軍の空母
艦載機離発着訓練の恒久的な施設として使用」と明記

・ 米空母がアジア太平洋地域で恒常的に活動するた
めには、FCLP施設が我が国に必要。

・ 硫黄島は配備地（岩国）から遠く安全性が問題と
なっている。

アジア太平洋地域における米空母の活動を確保
し、日米同盟の抑止力・対処力を強化

１

馬毛島の特性
・我が国の南西地域に所在し、岩国に比較的近い。
・種子島から約１０キロ離れている。
・平坦な地形であり、滑走路等の施設建設が比較的容易。

・ 南西諸島は南北に長大だが、自衛隊の施設は限
定。

・ 自衛隊の活動・訓練拠点の空白が存在。
・ 緊急時の活動拠点、平素の訓練拠点が必要。

馬毛島に自衛隊施設を整備する必要性
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

自衛隊の訓練 自衛隊の訓練 自衛隊の訓練

自衛隊による訓練の内容は、①他の地域からの展開訓練、②島嶼防衛のための訓練、③災害対応のための訓練。
（以下は、現時点で実施される可能性がある訓練）

年間通して自衛隊が管理し、基地機能を維持管理するための要員が常駐（規模は検討中）

○ 馬毛島における自衛隊施設は、自衛隊が普段は主に訓練場として使用。災害等の緊急事態には人員
物資の集積展開拠点。また、ＦＣＬＰに使用。
○ 年間を通じて自衛隊が管理し、大半の時期を自衛隊が使用。
○ 海空自衛官を中心に２００名程度を配置予定。主な業務は基地の維持管理。

FCLP
１０日程度

準備を含め約１ヶ月

FCLP
１０日程度

準備を含め約１ヶ月

※FCLPの実施実績を踏まえた年間スケジュールのイメージ
※近年は実施しないこともある

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ等からの
展開訓練（CH-47,V-22）

離着水訓練及び
救難訓練(US-2)

不整地着陸訓練
(C-130)

連続離着陸訓練
(F-35,F-15,F-2等)

模擬艦艇発着艦訓練
(F-35B)

機動展開訓練
(F-35,F-15,F-2等)

災害対処訓練
(UH-60)

ｴｱｸｯｼｮﾝ艇操縦訓練

水陸両用訓練
(AAV,ｴｱｸｯｼｮﾝ艇等)

PAC-3機動展開訓練救命生存訓練 空挺降投下訓練

馬毛島における自衛隊施設の使用のイメージ
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令和２年（２０２０年）１月～ 令和３年（２０２１年）２月～ 令和５年（２０２３年）１月～

令和元年 １１月 馬毛島の大半の土地を所有する者と取得について一定の合意（売買額約１６０億円）

令和３年 ２月 環境アセスメントの手続を開始。（環境影響評価方法書を公告、縦覧、住民説明会の実施）

令和４年 １月 「２＋２」共同発表
日本側から早期の整備に向け政府全体として努力していく旨表明し、米側は日本側の取組を歓迎

馬毛島における施設整備の入札公告の開始

２月 西之表市長による防衛大臣への要請、西之表市との協議の場の設置

９月 西之表市長が、市に求められる行政手続等があれば適切に対応する旨表明

１１月 鹿児島県知事が、理解せざるを得ない旨表明

令和５年 １月 環境影響評価書を公告、縦覧、馬毛島の陸上での工事を開始

３月 鹿児島県知事から、海底の土地使用等に係る申請に対する許可。馬毛島周辺の海上での工事を開始

現在

馬毛島における自衛隊施設の整備の取組状況
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〇 ＦＣＬＰ（Field-Carrier Landing Practice:空母艦載機着陸訓練)とは、空母出港前に、空母艦載機
のパイロットが着艦資格を取得するため、滑走路の一部を空母に見立てて実施する着陸訓練。

〇 ＦＣＬＰのうち、夜間に実施される訓練をＮＬＰ（Night Landing Practice：夜間着陸訓練)という。

〇 訓練期間：年間概ね１～２回（現在、硫黄島で実施している訓練は１回当たり１０日間程度で、訓
練は日中から深夜にまで及ぶ。なお、事前の準備や訓練を含めても１回の訓練期間は、概ね３０日
程度）

着艦用
ワイヤー

フック

着艦時

着艦用ワイヤー

滑走路上の模
擬甲板

タッチアンドゴー

ＦＣＬＰとは
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